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事業名 災害時医療確保対策事業 （所管：地域医療整備課 地域医療係）

継続（災害拠点病院整備事業：平成11年度，救急医療情報ｼｽﾃﾑ整備事業：平成12年度
〈※平成24年度より救急・広域災害医療情報システム整備事業〉，
災害派遣医療チーム整備事業：平成20年度，医療施設耐震化整備事業：平成22年度）

新規（災害拠点病院等施設設備整備事業）
１ 目 的

災害時における救急医療を確保するため，重篤救急患者の救命医療を行う災害拠点病院の施設・設備の整
備，救急医療情報システムの運用，大規模災害発生後の急性期（おおむね４８時間以内）に医療救護活動を
行う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）整備及び二次救急医療機関の耐震化整備に対する助成を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 災害拠点病院整備事業 県，病院 災害時に多発する重篤患者の救命医療を行う 県 10/10
災害拠点病院の施設・設備の整備を行うととも
に，災害拠点病院の連絡会議を開催する。

２ 救急・広域災害医療情報ｼｽﾃ 県 救急・広域災害医療情報システムの運用を行 県 10/10
ﾑ整備事業 う。また，広域災害発生時には他県との情報の

収受も行えるようにする。
３ 災害派遣医療チーム整備 県 災害派遣医療チームの養成及び活動に必要な 県 10/10
事業 技能の向上のため医師等を研修及び訓練に派遣

するとともに，活動時の事故等の補償に備え傷
害保険に加入する。

４ 医療施設耐震化整備事業 病院 地震発生時における適切な医療提供体制を確 県 １/２
保するため，災害拠点病院等の耐震化整備に対 病院 １/２
する助成を行う。

５ 災害拠点病院等施設設備 病院 災害時の重傷救急患者等の医療を確保するた 県 10/10
整備事業 め災害拠点病院等の施設設備整備に対する助成 １/３

を行う。 病院 ２/３

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

１ 災害拠点病院整備事業 172 172 175 98.3
２ 救急・広域災害医療情報ｼｽﾃ 51,489 51,489 2,431 2,118.0
ﾑ整備事業
３ 災害派遣医療ﾁｰﾑ整備事 17,800 17,800 2,302 773.2
４ 医療施設耐震化整備事業 1,928,909 1,928,909 2,437,179 79.1
５ 災害拠点病院等施設設備 73,100 73,100 - 皆増
整備事業

計 2,071,470 2,071,470 2,442,087 84.8

２ 災害に強い県土づくり

第７ 平成２４年度事業の概要
Ⅱ－２ 災害に強い県土づくり



- 280 -

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

１ 災害拠点病院整備事業 災害時の救急医療を 災害時の救急医療を 災害時の救急医療を
確保するため災害拠点 確保するため災害拠点 確保するため済生会川
病院連絡会議を開催す 病院連絡会議を開催し 内病院の設備整備に対
る。 た。 して助成を行った。

２ 救急・広域災害医療情報ｼ 救急・広域災害医療 救急医療情報システ 救急医療情報システ
ｽﾃﾑ整備事業 情報システムの運用を ムの運用を行った。 ムの運用を行った。

行う。また，広域災害
発生時には他県との情
報の収受も行えるよう
にする。

３ 災害派遣医療チーム整 災害派遣医療チーム 災害派遣医療チーム 災害派遣医療チーム
備事業 の養成及び活動に必要 の養成及び活動に必要 の養成及び活動に必要

な技能の向上のため医 な技能の向上のため医 な技能の向上のため医
師等の研修への派遣， 師等の研修への派遣， 師等の研修への派遣，
携行用の資機材の整 活動時の事故等の補償 活動時の事故等の補償
備，活動時の事故等の に備え傷害保険の加入 に備え傷害保険の加
補償に備え傷害保険の を行った。 入，県立病院の携行用
加入を行う。 資機材等の整備を行っ

た。

４ 医療施設耐震化整備事 地震発生時における 地震発生時における 地震発生時における
業 適切な医療提供体制を 適切な医療提供体制を 適切な医療提供体制を

確保するため，災害拠 確保するため，二次救 確保するため，二次救
点病院，二次救急医療 急医療機関の耐震化整 急医療機関の耐震化整
機関の耐震化整備に対 備に対する助成を行っ 備に対する助成を行っ
する助成を行う。 た。 た。

５ 災害拠点病院等施設設 災害時の重傷救急患 － －
備整備事業 者等の医療を確保する

ため鹿児島赤十字病院
の施設設備整備に対す
る助成を行う。

第７ 平成２４年度事業の概要
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事業名 緊急被ばく医療対策事業 （所管：地域医療整備課 地域医療係）

継続（緊急被ばく医療施設等整備，防災講習会等開催，原子力防災訓練：昭和58年度）
新規（緊急被ばく医療体制整備事業）

１ 目 的
川内原子力発電所で災害が発生した場合の緊急時における周辺住民の安全確保を図るため，医療措置を行

う施設や物品の整備・維持管理を行うとともに，緊急被ばく医療に従事する者を各種研修会へ派遣し，必要
な知識の習得に努める。
また，原子力防災訓練において，緊急被ばく医療対策班員の緊急被ばく医療措置訓練を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 緊急被ばく医療施設等整 県 川内原子力発電所による災害が発生した場合 国 10/10
備 の緊急時における当発電所の周辺地域住民の安

全確保のため，医療措置を行う施設及び物品の
整備・維持管理を行う。

２ 防災講習会開催等 県 川内原子力発電所に係る放射性物質の放出に 国 10/10
よる災害時に緊急被ばく医療に従事する医師，
看護師，保健師及び放射線技師等を各種研修会
へ派遣する。

３ 原子力防災訓練 県 原子力防災訓練として，緊急被ばく医療対策 国 10/10
班の医療措置訓練を行うとともに，他道府県が
実施する訓練の視察研修を行う。

４ 緊急被ばく医療体制整備 県 原子力発電所に事故が発生した場合の緊急被 県 10/10
事業 ばく医療体制の充実・確保のため，必要となる

資機材整備を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

１ 緊急被ばく医療施設等整備 28,977 28,977 32,008 90.5
２ 防 災 講 習 会 開 催 等 4,595 4,595 3,870 118.7
３ 原 子 力 防 災 訓 練 1,831 1,831 938 195.2
４ 緊急被ばく医療体制整備 99,109 99,109 - 皆増
事業

計 134,512 134,512 36,816 365.4
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４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

１ 緊急被ばく医療施設等整 緊急被ばく医療施設 緊急被ばく医療施設 緊急被ばく医療施設
備 （北薩地域振興局第２ （北薩地域振興局第２ （北薩地域振興局第２

庁舎汚染検査除染室） 庁舎汚染検査除染室） 庁舎汚染検査除染室）
及び緊急被ばく医療に 及び緊急被ばく医療に 及び緊急被ばく医療に
必要な物品の整備・維 必要な物品の整備・維 必要な物品の整備・維
持管理に努める。 持管理に努めた。 持管理に努めた。
また，済生会川内病 また，済生会川内病 また，済生会川内病

院の二次被ばく医療施 院の二次被ばく医療施 院の二次被ばく医療施
設の運営費を助成す 設の運営費を助成し 設の運営費を助成し
る。 た。 た。

２ 防 災 講 習 会 開 催 等 緊急被ばく医療対策 緊急被ばく医療対策 緊急被ばく医療対策
班員等を各種研修会へ 班員等を対象に講習会 班員等を対象に講習会
派遣し，緊急時におけ を開催したほか，他機 を開催したほか，他機
る医療措置に関する知 関が開催する各種研修 関が開催する各種研修
識の修得，技能の向上 会へ派遣し，緊急時に 会へ派遣し，緊急時に
に努める。 おける医療措置に関す おける医療措置に関す

る知識の修得，技能の る知識の修得，技能の
向上に努めた。 向上に努めた。

３ 原 子 力 防 災 訓 練 原子力防災訓練にお － －
いて，医療対策班の医
療措置訓練を行い，緊
急時における医療措置
の習熟に努める。

４ 緊急被ばく医療体制整 済生会川内病院にお － －
備事業 ける原子力発電所事故

による放射性物質や放
射線による被ばくの可
能性のあるもののう
ち，創傷等への治療の
ための施設・設備の整
備に対して助成する。
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事業名 備 蓄 費 （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（昭和22年度）

１ 目 的
災害救助法に基づき，救助に必要な費用の財源として災害救助基金を積み立てる。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

備 蓄 費 県 災害救助法に基づき，災害救助基金を積み立 県 10/10
てるとともに，基金の管理を行う。
（当該年度の前年度の前３年間における普通税
収入の平均年額の1,000分の５を積み立てる。)

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

備 蓄 費 1,821 1,821 16,064 11.3

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平成23年度(見込み) 平 成 22 年 度

備 蓄 費 積 立 金 1,801千円 積 立 金 11,619千円 積 立 金 31,646千円
事 務 費 20千円 物資購入 4,426千円 物資購入 410千円

事 務 費 4千円 事 務 費 3千円
計 1,821千円 計 16,049千円 計 32,059千円

基 金 額 640,002千円 基 金 額 638,201千円 基 金 額 622,158千円
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事業名 災害緊急時避難用備蓄費 （新規） （所管：社会福祉課 福祉企画係）

新規（平成24年度）

１ 目 的
災害時において孤立状態となり避難所への避難ができない事態や物資の供給体制が整わない場合に対応す

るため，緊急避難用の備蓄を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

災害緊急時避難用備蓄費 県 災害において，一時的に避難できない等の事 県 10/10
態もあることから，食料・水などがセットとな
った備蓄物資を購入する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

災害緊急時避難用備蓄費 31,500 31,500 － 皆増

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

災害緊急時避難用備蓄費 物資購入 31,500千円
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事業名 災害救助対策事業 （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（昭和44度）

１ 目 的
災害救助法の適切な運用を図るため，市町村や県地域振興局等の災害救助関係職員に対し，災害救助に関

する実務的な研修を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

災害救助対策事業 県 災害救助担当職員研修会 国 1/2
県 1/2

防災訓練参加 県 10/10

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

災害救助対策事業 199 199 205 97.1

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

災害救助対策事業 災害救助担当職員研修会 災害救助担当職員研修 災害救助担当職員研修会
の開催 １回 会の開催 １回 の開催 １回

県総合防災訓練参加 県総合防災訓練参加 県総合防災訓練参加
（垂水市） （霧島市） （中止）

桜島火山爆発総合防災訓 桜島火山爆発総合防災 桜島火山爆発総合防災訓
練参加（鹿児島市） 訓練参加（鹿児島市） 練参加（鹿児島市）
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事業名 災害救助法による災害救助 （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（昭和22年度）

１ 目 的
火災，風水害，地震等により一定規模（別表参照）以上の災害が発生した場合，又は多数の者が生命又は

身体に危害を受け，又は受けるおそれが生じた場合に，国が県，市町村，日本赤十字社その他の団体及び国
民の協力のもとに，応急的な救助を行い，災害にかかった者の保護と社会秩序の保全を図る。

（別表）災害救助法施行令第１条第１項第１号の場合
市町村内区域内の人口 住家が滅失した世帯の数 備 考

5,000人未満 ３０世帯 ・住家の滅失とは，全壊，全焼，流出
5,000人以上 15,000人未満 ４０世帯 したものをいう。
15,000人以上 30,000人未満 ５０世帯 ・半壊，半焼は２世帯で住家の滅失し
30,000人以上 50,000人未満 ６０世帯 た世帯１とする。
50,000人以上 100,000人未満 ８０世帯 ・床上浸水は３世帯で住家の滅失した
100.000人以上 300,000人未満 １００世帯 世帯１とする。
300,000人以上 １５０世帯

２ 内 容
＜事業主体＞

国（知事は，法定受託事務として事務を行うが，市町村長が事務の一部を行うこととすることができる。）
＜救助の種類＞

① 避難所の設置 ⑨ 災害にかかった住宅の応急修理
② 応急仮設住宅の供与 ⑩ 学用品の給与
③ 炊き出しその他による食品の給与 ⑪ 埋葬
④ 飲料水の供給 ⑫ 死体の捜索
⑤ 被服，寝具，その他生活必需品の給与又は貸与 ⑬ 死体の処理
⑥ 医療 ⑭ 障害物の除去
⑦ 助産 ⑮ 輸送
⑧ 災害にかかった者の救出 ⑯ 応急救助のための人夫

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

災害救助法による災害救助 14,400 14,400 － － 災害救助法適用の場合
に補正予算で対応

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

災害救助法による災害救助 東日本大震災の応援要請 龍郷町，瀬戸内町 奄美市,龍郷町,大和村
対応分 14,400千円 東日本大震災の応援 精算額 97,649千円

最終予算額150,985千円
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事業名 小災害り災者に対する援護（法外援護） （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（昭和44年度）

１ 目 的
災害が発生し，その被害の程度が災害救助法を適用するに至らない小災害によるり災者に対し，法外援護

として，被服，寝具，その他生活必需品を支給する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

小災害り災者に対する援護 県 小災害り災者に対する援護の適用基準及び生 県 10/10
（法外援護） 活必需品の支給基準額は，下記のとおり。

＜適用基準＞
区 分 全 焼 全壊・流失 (注)① 半壊・半焼 1/2，

町村 市 町村 市 床上浸水 1/3として
5,000人未満 ５世帯 15世帯 10世帯 25世帯 それぞれ換算する。

5,000人以上 100,000人未満 10世帯 20世帯 ② 人口は国勢調査人
100,000人以上 20世帯 30世帯 口による。

＜支給基準＞
区 分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 6 人 以 上 1 人 を 増 す 毎 に 加 算 す る 額

全 焼 ・ 全 壊 ・流 出 14,000円 18,100円 26,700円 32,000円 40,400円 6,000円
半焼・半壊・床上浸水 4,600円 6,200円 9,300円 11,200円 14,200円 2,000円

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

小災害り災者に対する援護 598 598 598 100.0
（法外援護）

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

小災害り災者に対する援護 － 奄美市 453千円 実績無し
（法外援護）
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事業名 災害弔慰金等の支給 （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（昭和48年度）

１ 目 的
自然災害により死亡（行方不明を含む。）した者の遺族に対して災害弔慰金を，自然災害により負傷し，
又は疾病にかかり，治ったとき（その症状が固定したときを含む。）に精神又は身体に一定の障害のある者
に災害障害見舞金を，また自然災害により住家が全壊，流失又は埋没した世帯主に対して住家災害見舞金を
支給する。

２ 内 容
制度名 災 害 弔 慰 金 災害障害見舞金 県単災害弔慰金 住家災害見舞金
根拠法令 災害弔慰金の支給等に関する法律 同 左 県災害弔慰金等 同 左

支給要綱
事 業 開 始 年 度 昭和48年～ 昭和57年～ 昭和50年～ 昭和50年～
実施主体 市 町 村 市 町 村 県 県
対象災害 １ 一の市町村の区域内において 同 左 １ 一の市町村の １ 災害救助法によ

住居の滅失した世帯の数が５以 区域内において る救助が行われた
上である災害 住家の滅失した 災害

２ 県の区域内において生じた災 世帯の数が５以 ２ 一の市町村の区
害であって，住居の滅失した世 上である災害と 域内において住家
帯の数が５以上の市町村が３以 原因を同じくし の滅失した世帯の
上存在する災害 て発生した災害 数が５以上である

３ 県の区域内において生じた災 (国の制度の災害弔慰金の支給 災害（１を除く）
害であって，災害救助法第２条 の対象となる災害を除く) ３ １，２に掲げる
に規定する救助が行われた災害 ２ その他知事が 災害と原因を同じ

４ 救助が行われた市町村をその 特に指定した災 くして発生した災
区域に含む都道府県が２以上あ 害 害
る災害 ４ その他知事が特

に指定した災害
支 給 対 象 者 死亡した者の遺族 災害により負傷 法による弔慰金に 現に居住している住

(1) 死亡者の死亡当時における配 し又は疾病にか 同じ 家が全壊，流失又は
偶者，子，父母，孫及び祖父母 かり治ったとき 埋没した世帯の世帯
の範囲 （その症状が固 主

(2) 支給の順位は，死亡者の死亡 定したときを含
当時，主として死亡者の収入に む）に精神又は
より生計を維持していた遺族を 身体に法別表に
先にし，同順位の遺族について 掲げる障害があ
は(1)に掲げる順位とする。 る者

支 給 額 ・死亡者が世帯の生計維持者 ・障害者が世帯 １人につき １世帯につき10万円
の場合 500万円 の生計維持者 100万円

・その他の場合 の場合
250万円 250万円

・その他の場合
125万円

負担割合 国 1/2，県 1/4，市町村 1/4 同 左 県 10/10 同 左
備 考 1 行方不明者(災害後３ヶ月生死不明)の場合は,死亡した者と推 法別表･･･1号～8号(労働 （法に基づく災害 （法に基づく災害弔

定して死亡者と同様に取り扱う｡ 者災害保障保険法に規定する第 弔慰金との重複支 慰金及び県単災害弔
2 死亡者が災害障害見舞金の支給を受けていた場合,そ 1級障害と同じ内容)9号･･ 給はしない。） 慰金との重複支給は
の分を控除して支給する｡ ･(障害が重複した場合で前各 しない。）

号と同程度と認められる場合)
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３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

① 県単災害弔慰金 1,000 1,000 1,000 100.0
② 住家災害見舞金 1,000 1,000 1,000 100.0

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

①-1 災害弔慰金 － ２件 7,500千円 ３件 7,500千円
①-2 県単災害弔慰金 ０件 0千円 ０件 0千円
② 住家災害見舞金 ３件 300千円 １３件 1,300千円
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事業名 災害援護資金の貸付 （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（昭和48年度）

１ 目 的
自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対し，生活の立て直しに資するため，災害援護資金の貸付を

行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

災害援護資金の貸付 市 町 村 １ 貸付の対象となる災害 国 2/3
県内において災害救助法が適用された市町 県 1/3

村が１以上あること。
２ 貸付の対象者（１の災害により次の被害を
受けた世帯の世帯主）
① 当該世帯主が重傷を負った場合(療養に
要する期間が概ね1か月以上の負傷)

② 住居が滅失，流失，全壊又は半壊した場合
③ 家財に損害があった場合(被害金額がそ
の家財の価格の概ね1/3以上である損害)
但し，同一世帯に属する者の所得の合計額

が下表の金額以上の場合，貸付対象としな
い。
同一世帯
に属する １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上
者の数
所得 万円 万円 万円 万円 730万円に世帯
の 人員が1人増すご
合計 220 430 620 730 とに30万円を加
額 算した額

その世帯の住居が滅失した場合にあっては, 1,270万円とする｡
３ 貸付額

別表の貸付限度額一覧表の被害の程度によ
り貸付を行う。

４ 借入申込期限
被災の日の属する月の翌月１日から起算し

て３月を経過するまで
５ 貸付条件
① 利 率 年３％(据置期間中は無利子)
② 償還期限 10年(据置期間を含む｡)
③ 据置期間 ３年(特別の場合５年)
④ 連帯保証人とする。
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３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

23年度当初 22年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

災害援護資金の貸付 － － － － 災害発生に応じて予算
計上(補正対応)する

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

災害援護資金の貸付 － ２件 2,900千円 ４件 6,400千円

（別 表）
災害援護資金貸付限度額一覧表 （単位：円）

貸 付 区 分 貸 付 限 度 額
１ 世帯主が負傷した場合 ア 家財，住居とも損害がない場合 1,500,000
・療養に約１か月以上か イ 家財の損害はあるが住居に損害がない場合 2,500,000
かること ウ 住居が半壊した場合 2,700,000(3,500,000)

エ 住居が全壊した場合 3,500,000
２ 世帯主が負傷しなかっ ア 家財の損害はあるが住居に損害がない場合 1,500,000
た場合 イ 住居が半壊した場合 1,700,000(2,500,000)
・療養期間が約１か月か ウ 住居が全壊した場合（エの場合を除く。） 2,500,000(3,500,000)
からない場合も含む。 エ 住居の全体が滅失した場合 3,500,000

(注) （ ）は，被災した住居を建て直すに際し，その住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等
特別の事情がある場合。
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事業名 被災者生活支援金の支給 （所管：社会福祉課 福祉企画係）

継続（平成18年度）

１ 目 的
被災者生活再建支援法が適用されるなどの大規模な災害において，被災者の生活再建を支援するため，床

上浸水以上の被害を受けた世帯及び小規模事業者に対して，被災者生活支援金を市町村を通じて支給する。

＜被災者生活支援金制度の概要＞
対象市町村 ① 被災者生活再建支援法が適用された市町村

② 上記と同一の災害で被害を受けた市町村
対象世帯等 ① 全壊，半壊若しくは床上浸水の住宅被害を受けた世帯（被災者生活再建支援法に基づ

く支援金の支給対象とならない世帯）
② 商工業を行う拠点である店舗，事務所，工場などが全壊，半壊若しくは床上浸水の被
害を受けた小規模事業者

③ ①，②のうち，被災年の前年からの被災者生活再建支援法の対象災害で全壊，半壊，
床上浸水の被害を受けた世帯等

支給限度額 １世帯(１事業者)当たり２０万円
再度被災１世帯（１事業者）当たり３０万円を追加

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

「鹿児島県被災者生活支援 基金運営委 大規模な災害において，被災者の生活再建を 県 1/2
金」の支給 員会 支援するため，被災者生活支援金を市町村を通 市町村1/2

じて支給する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

「鹿児島県被災者生活支援 － － － －
金」の支給

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

「鹿児島県被災者生活支援基 積増額 － 千円 積増額 － 千円 積増額 400,000 千円
金」の積増及び「支援金」の 寄附金 － 千円 寄附金 50 千円
支給 支援金の支給 140,300千円 支援金の支給 133,400千円

基金残額 254,873千円 基金残額 395,114千円
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事業名 災害時緊急医薬品等確保事業 （所管：薬務課 麻薬係）

継続（平成７年度）

１ 目 的
県地域防災計画に基づき，地震や風水害等の大規模災害発生時における初動期医療救護のための医薬品等

及び毒物劇物中毒の救急治療医薬品（解毒剤）を備蓄し，医薬品等の安定的な供給体制を構築する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

災害時緊急医薬品等確保事 県 ・ 備蓄医薬品等の管理委託 県 10/10
業 （9,000人分，６病院）

鹿児島市立病院，済生会川内病院，県民健
康プラザ鹿屋医療センター，県立大島病院
県立薩南病院，県立北薩病院

・ 備蓄医薬品等の更新
・ 毒物劇物中毒の救急治療医薬品（解毒剤）
の備蓄

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

24年度当初 23年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

災害時緊急医薬品等確保事 1,799 1,799 2,349 76.6
業

４ 24年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

災害時緊急医薬品等確保 備蓄医薬品等の管理委託 備蓄医薬品等の管理委託 備蓄医薬品等の管理委託
事業 備蓄医薬品等の更新 備蓄医薬品等の更新 備蓄医薬品等の更新

更新品目数 更新品目数 更新品目数
医 薬 品：２３品目 医 薬 品：３４品目 医 薬 品：２３品目
衛生材料：１８品目 衛生材料： ４品目 衛生材料：１８品目

毒物劇物中毒治療用 酸素ボンベ
解毒剤 : ３品目 （点検及び入替）


